
事業目的・概要 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

運輸部門は我が国のCO2排出量の約２割を占める。⾃動車分
野は運輸部門の中でも約９割を占めており、2050年カーボン
ニュートラルの実現に向けては、環境性能に優れたクリーンエネル
ギー⾃動車の普及が重要。また、国内市場における電動車の普
及をてこにしながら、⾃動車産業の競争⼒強化により海外市場を
獲得していくことも重要。電気⾃動車等の導入費⽤を支援するこ
とで、産業競争⼒強化とCO2排出削減を図る。 

成果目標・事業期間

「グリーン成長戦略」等における、2035年までに乗⽤車新車販売
で電動車100%とする目標の実現に向け、クリーンエネルギー⾃
動車の普及を促進する。

事業概要

導入初期段階にある電気⾃動車や燃料電池⾃動車等について、
購入費⽤の一部補助を通じて初期需要の創出や量産効果に
よる価格低減を促進するとともに、需要の拡大を⾒越した企業の
生産設備投資・研究開発投資を促進する。また、個人宅等にお
けるV2H充放電設備等の購入費及び⼯事費を補助する。

クリーンエネルギー自動車導入促進補助金
令和６年度補正予算額 1,100億円 製造産業局⾃動車課

補助
（定額、1/2等）

民間企業等 購入者等国

補助
（定額）

電気自動車
（ＥV）

プラグインハイブリッド自動車
（PHV）

電動二輪
※補助対象例

軽電気自動車
（軽ＥV）

V2H充放電設備燃料電池自動車
（FCV）


